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第１ はじめに 

１ 情報公開法５条各号の解釈 

 情報公開法５条各号の解釈に関する一般論及び本件文書を開示する

公益性については、すでに、準備書面 (1)で述べた。  

前者につき簡単に要約すると、まず、同条各号の解釈に当たって

は、いずれの場合も「原則開示の基本的枠組み」を大前提として踏ま

える必要がある。  

そのうえで、同条３号について言えば、公にすることにより不利益

が生ずる「おそれ」があると行政機関の長が認めることにつき相当の

理由があるというためには、行政機関側が、行政機関の長の判断の公

正妥当を担保するに足りる可能な限り具体的な事実関係を主張立証し

たうえで、開示しないことの利益が開示することの公益性（本件文書

を開示することの公益性については、原告準備書面 (1)第６で述べ

た。）を上回ることにつき合理的根拠を示す必要がある。  

また、同条５号については、同号で示されているそれぞれの支障に

「不当に」という要件が付加されていることから、審議、検討等途中

の段階の情報を公にすることの公益性を考慮してもなお、適正な意思

決定の確保等への支障が看過し得えない程度のものであることが必要

であり、かつ、それが生ずる「おそれ」も、単なる可能性ではなく法

的保護に値する蓋然性がなければならない。  

さらに、同条６号の解釈においても、事務事業の遂行に支障を及ぼ

す「おそれ」があるというためには、実質的な支障を及ぼす法的保護

に値する相当の蓋然性について、行政機関側が明らかにしなければな

らない。  
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２ 被告主張の誤り 

被告は、準備書面 (2)において、本件文書１の各不開示部分に関する

不開示事由該当性について主張しているが、前項で指摘した観点から

は、その主張は極めて不十分で、不開示事由該当性があると判断する

ことは到底できない。  

個々の主張に対しては、本準備書面「第３」で個別に反論を行う

が、先にいくつか典型的な反論を述べておく。  

まず、被告の主張は、総じて事実主張が十分でなく、開示できない

理由、根拠が極めて抽象的である。この点、具体的な根拠事実の示し

方、具体的な根拠の判断方法につき、原告が準備書面 (1)で引用した２

０１４年日韓会談高裁判決の５条３号の適用例が参考になるので、こ

れについて次項で詳述する。  

次に、本件における当初の部分開示決定（甲２）の段階では、５条

３号が規定する三つの類型の支障のうち、「国の安全が害されるおそ

れ」は、不開示理由として挙げられていなかった。ところが、今般の

被告主張では、三類型のいずれにも該当する旨の主張がなされてい

る。５条６号に該当するなどという理由も当初の開示決定にはなかっ

たが、今回加えられた。原告は、訴訟係属後の理由追加が許されない

と主張するものではないが、そもそも決定時に行政機関が不開示事由

にしなかった事情を今さら持ち出しても説得力を持つはずがなく、こ

のこと自体が被告の主張に合理性が乏しいことを示している。  

ほかにも、被告は、５条５号該当性の主張において、「公にしない

ことを前提とした外務省内での率直な意見交換に基づき記載されたも



4 
 

の」と、全く同じ主張を何度も繰り返している。情報公開法１条やア

カウンタビリティーの理念そのものに反する「公にしないことを前提

とした（意見交換）」などという特別な事情があるのだとしたら、そ

の事情を具体的に主張すべきであるし、そもそも、不開示部分の記載

内容が異なるのに、同じ理由しか挙げられないこと自体、理由が抽象

的で、具体的な内実が備わっていないこと、したがって不開示を正当

化する十分な根拠たりえていないことを意味している。また、例え

ば、「将来的に類似の事案が発生した場合」との主張も繰り返し出て

くるが、何をもって「類似」というのかは何も説明がない。そのた

め、「イラク戦争への関与という特殊な事案に類似の事案が発生する

ことなどおよそ考え難い」という批判が可能である  

次項で見るように、２０１４年日韓会談高裁判決は、５条３号の判

断において、はじめから行政機関の長の立場に立って検討するのでは

なく、裁判所自身の立場において蓋然性の判断を行い、その結果とし

て行政機関の長による判断も相当性を満たしているという判断手法を

採用している。裁判所におかれては、大部になった被告の主張を漫然

と鵜呑みにすることなく、被告の主張を厳格に検討されたい。  

 

第２ ２０１４年日韓会談高裁判決の具体的判断手法の斟酌 

 準備書面 (1)においては、情報公開法５条３号の解釈の一般論に関し

て２０１４年日韓会談高裁判決の判断を参考にすべきことを述べた

が、同判決の各論における具体的判断手法も参考にすべきである。  

同判決は、不開示部分にどのような情報が記載されているかを相当

具体的に特定したうえで、５条３号にいう「他国」について具体的国



5 
 

名をあげ、それらの国による過去の実際の言動に照らして、「交渉上不

利益を被ることとなる蓋然性」を裁判所自らが判断しているという特

徴を有している。  

ここでは、５条３号に含まれる「おそれ」の三類型のうち、「他国若

しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ」への該当性判断を２

０１４年日韓会談高裁判決が行った例として、同判決第３，４ (1) （同

判決による各論的判断のうち最初のもの）をとりあげる。  

同判決によれば、この例における対象文書は、「宮内庁図書の韓国へ

の寄贈に関する件打ち合わせ」と題する文化財問題に関する文書であ

り、同文書中の「宮内庁書陵部の総監本〔二代目韓国総監の名前〕本

の調査結果」と題する表中の数字が黒塗りであった。この文書ないし

記載事項について、２０１４年日韓会談高裁判決は、韓国総督府の蔵

書のうち初代韓国総監が日本に持参した書籍につき、朝鮮史の権威で

ある専門家に書籍の希少価値の調査を依頼し、２名の専門家が希少本

であると評価した書籍の部数及び冊数等の情報が黒塗り部分に記載さ

れていることを詳細に認定している。  

また、同判決は、文化財に関する韓国と日本、北朝鮮と日本との関

係について、「第３、２ 判断の前提として認められる事実」中に

「（３）文化財問題について」という独立した項目を設け、そこにおい

て、たとえば、「韓国は、日韓交渉の当初から日本所在の朝鮮半島由来

の文化財の返還要求を請求権問題の重要な交渉事項の１つと位置付

け」ていたことや、北朝鮮との関連では、「平成１４年９月１７日の日

朝平壌宣言で、今後行われる国交正常化交渉における協議事項の１つ

として文化財問題を掲げ、その後に行われた日朝国交正常化のための

実務者協議においても文化財問題は話題とされている（乙Ａ５０１）。
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また、北朝鮮の労働新聞（平成２３年２月７日付け）は、日本は、朝

鮮統治時代に民族の貴重な財宝である文化財を手当たり次第に破壊し

略奪した、日本に存在する朝鮮半島由来の文化財は数十万点に及ぶ、

日本は略奪した文化財を全て返還すべきである等と主張しているなど

（乙Ａ４９１の１，同号証の２）、我が国に存在する朝鮮半島由来の文

化財に対して強い関心とこれが返還されるべきものとの強い意識を有

しており、我が国に存在する同文化財に関する入手可能な公開情報を

収集しようとしている（乙Ａ５２７，証人Ａ３）」といった点を指摘

し、韓国や北朝鮮の文化財問題に関する姿勢を具体的かつ詳細に認定

している。  

そのうえで、同判決は、不開示情報該当性につき、「北朝鮮及び韓国

は、我が国との間に存在する長い歴史的経緯及び事象を踏まえ、終戦

後の我が国に所在する朝鮮半島由来の古書を含む文化財に対し今なお

強い関心とそれらが自己の所有に属するとの強い意識を有しており、

北朝鮮はこれらが自らに返還されるべきものである旨主張しており、

北朝鮮との国交正常化交渉の際には文化財問題に関する交渉が行われ

ることが想定され、韓国も今後同様の問題を再び交渉の対象とするよ

う求める可能性がある。」等の判断したうえで、黒塗り部分に記載され

ている冊数について、「希少本．．．と評価された書籍は数が比較的限ら

れていること〔を〕推認」等し、「上記各係争情報が公になれば、総監

本及び〔二代目韓国総監の名前〕本のうち外務省の調査において希少

本と評価された書籍の正確な部数及び冊数が北朝鮮や韓国に知られる

こととなり、北朝鮮及び韓国は、我が国との交渉にあたり、我が国に

対し、総監本及び〔二代目韓国総監の名前〕本のうち外務省の調査に

おいて希少本と評価された書籍を明確に特定し、かつ、これを引き渡
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すことを求めることになる可能性が十分に考えられるほか、これまで

韓国に贈与した書籍の選定の仕方について非難するなど、我が国との

交渉を自らに有利に進めるための材料とすることが考えられ、それに

より我が国が交渉上不利益を被ることとなる蓋然性があるというべき

である」と判断し、「したがって、上記各係争情報は、公にすることに

より、我が国が他国との交渉上不利益を被るおそれがあると外務大臣

が認めることにつき相当の理由がある情報というべき」と結論づけて

いるのである。  

最終的に外務大臣の判断を是とした結論自体の当否は措くとして

も、２０１４年日韓会談高裁判決の判断手法は重要な意義を有する。

すなわち、同判決は、不開示部分にどのような情報が記載されている

かを相当具体的に特定したうえで、「他国」についても具体的国名をあ

げて特定のうえ、それらの国による過去の実際の言動に照らして、不

開示部分の情報が開示された場合に将来どのような主張を日本に対し

て行ってくるかを検討し、裁判所自身が、「交渉上不利益を被ることと

なる蓋然性があるというべき」と判断している。そして、その判断の

帰結として、「我が国が他国との交渉上不利益を被るおそれがあると外

務大臣が認めることにつき相当の理由がある」と結論づけている。  

つまり、最初から行政機関の長の立場に立って判断するのではな

く、裁判所自身の立場において蓋然性の判断を行い、その論理的帰結

として行政機関の長による判断の相当性を是認しているのである。  

このような２０１４年日韓会談高裁判決が採用した判断の枠組み

は、本件訴訟においても踏襲されるべきである。  
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第３ 不開示事由該当性についての具体的な反論 

 以下では、本件文書１の各不開示部分に関する個々の被告主張（被

告準備書面 (2)６ページ以下）に対し、各論として具体的に反論を加え

る。 

 

１ 「準備書面 (2)第３、１」について 

(1) 記載内容について  

被告は、「本件文書１の１ページ２１行目１７文字目から２２行目

まで及び参考資料３に係る不開示部分」には、「外務省において実施

された対イラク武力行使に関する我が国の対応に係る検証（以下

「本件検証」という。）を行うに当たって外務省が参考にした各種資

料の数及び標目等が記載されている」と説明した上で、３号、６号

に該当すると指摘している。  

しかし、被告は、各種資料の「数及び標目等」（下線は原告代理

人）が記載されているとするだけで、「数」と「標目」以外に何が記

載されているのか明らかにしていない。この不明な部分が不開示事

由該当性の評価・判断に影響している可能性があるので、原告が有

効に反論を行えるよう、被告に対し、「数」「標目」以外に具体的に

何が記載されているのか明らかにするよう求める。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、我が国政府の対イラク武力行使の

問題に係る関心事項を推察することが可能となる」と主張するが、

そもそも仮にあるテーマに関するある時点における国の「関心事項
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を推察」できたとしても、そのことが、３号の「おそれ」につなが

るとする被告の主張には飛躍があり、不開示を正当化する合理的根

拠があるとは言えない。その点を措くとしても、報告書本文や資料

の具体的名称や内容を離れて、資料の数と標目だけから「関心事

項」が把握できることはない。しかも、「関心事項」が記載されてい

るわけではなく、それを「推察」することが可能になるというだけ

である。  

また、「いかなる種類、性質の資料をいかなる数収集したかなどと

いったことが明らかとなって我が国政府の情報収集能力（関係各国

等の情報収集先を含む）が明らかとな（る）」とも主張する。しか

し、ここに記載されているのは、外務省が収集した資料の全てでは

ない。検証を行うに当たって外務省が「参考にした」資料に過ぎな

い。しかも、入手経過や入手方法、さらにはここで挙げられている

ものが収集した資料の全てなのか一部なのか、一部だとしてどのよ

うに選別した一部なのかが記載されているわけでない。したがっ

て、種類、性質、数を明らかにすることが直ちに政府の情報収集能

力を明らかにすることにはならない。仮に、例えば、政府の情報処

理能力を推測しうる通常収集が困難な資料、稀有な資料があるので

あれば、それを特定して不開示事由を主張すべきであり、参考にし

た資料の数や標目だけで情報収集能力が推察できたとしても、極め

て抽象的なものに留まり、不開示事由を基礎づける事情にはならな

い。  

次に、「検討・意思決定の前提となる資料が明らかになることによ

り対イラク武力行使の問題に係る検討・意思決定過程の概略が明ら

かとなる」との主張も同様である。参考にした資料の数と標目だけ
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で、検討・意思決定の過程の概略が明らかになるなどいうことは通

常あり得ないのであり、このような抽象的なおそれを言うのではな

く、いかなる資料を明らかにすると、どのように検討・意思決定過

程が明らかになるのか具体的に主張すべきである。  

さらに、被告は、参考資料３については、「関係各国等の高官に係

る記載も含まれており、公にすることにより、他国等との信頼関係

が損なわれるおそれがある」とも主張するが、「関係各国等」の

「等」に何が含まれるのか不明であるし、「高官に係る記載」が「あ

る」と指摘するだけで、「係る」の意味も不明であるし、高官に「係

る」記載があると、なぜ当該他国等と信頼関係が損なわれるのか理

由は述べられておらず、不明である。  

以上のとおり、被告は、行政機関の長たる外務大臣の判断の公正

妥当を担保するに足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証

したうえで、開示しないことの利益が開示することの公益性を上回

ることにつき合理的根拠を示したとは到底言えない。  

(3) ６号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報についても、外務省の担当者

らが外交政策を検討する中で、非公開を前提として作成されたもの

であることから、その内容が後日に公開されることが予想される事

態となれば、今後、同種資料を作成することが躊躇され、その結果

として政府部内において情報の共有を図ることが困難となり、政府

部内における協議、検討をする上で多大な支障が生ずる」と述べ

る。  

しかしまず、何をもって「非公開を前提として作成されたもの」
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とするのか根拠が明らかでない。「外交政策を検討」する中で作成し

た文書がすべて非公開を前提として作成したことになるのであれ

ば、情報公開法１条の趣旨と真っ向から抵触し極めて不当であるか

ら、被告としてもそのような主張を行う趣旨ではないであろう。被

告は、何をもって「非公開を前提として作成されたもの」と主張す

るのか、該当文書作成時に「非公開を前提」としていたことを示す

具体的根拠を明らかにされたい。また、「非公開の前提」が仮に存在

したとしても、それを理由としてただちに文書の不開示が正当化可

能となると、同様に情報公開法の趣旨に真っ向から抵触することに

なる。それゆえ、「非公開を前提」としていたことを示すのみなら

ず、被告は、「非公開を前提」としなければ該当する文書の作成がで

きなかったことなど、非公開約束を正当化する根拠もあわせて示す

べきである。  

さらに言えば、公務員である外務省の担当者らが、資料の標目を

開示することによって、「同種資料を作成すること〔を〕躊躇」する

などという事態は現実問題として考え難いし、仮にそのような実態

があるとすれば、それ自体が問題なのであるから、このような事情

を考慮すべきでない。  

「我が国の関心事項や情報収集能力、検討及び意思決定の過程が

明らかになる」との主張の誤りについては、前項で３号該当性に関

して述べた批判があてはまる。  

以上のように、被告は、抽象的に「支障」を挙げるだけで、法的

保護に値する程度の蓋然性を何ら示していない。  
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２ 「準備書面 (2)第３、２」について 

(1) 記載内容  

被告は、本件文書１の１ページ脚注３行目から６行目までの不開

示部分には、「本件文書１を作成するに当たり外務省が実施したイン

タビューの対象者に関する情報が記載されている」と説明してい

る。  

しかし、「インタビュー対象者に関する情報」では、そもそも個人

が特定されるのか否かもわからない。インタビュー対象者が公務員

か否かもわからない。しかも、「関する」というだけでは具体性を欠

き、どのような情報を意味しているのかが不明である。  

被告は、「インタビュー対象者」がいかなる属性のどのような人物

で、「関する」というのはいかなる意味で関係しているのかを明らか

にされたい。  

(2) ５号に該当しないこと  

被告は、「非公開を前提に実施されたインタビューの対象者に関す

る情報を公にすれば、本件検証に関する情報を得ようとする者等か

らインタビューの対象者に対して不当な働きかけが行われるおそれ

がある」と主張する。しかし、「不当」とは何か、「不当な働きか

け」とはいかなる事態を想定しているのか、いずれも不明である。

本件検証に関する情報を得ようと考えるメディア関係者などが、イ

ンタビュー対象者に接触することは不当なことでも何でもない。仮

にそのような申出があっても、インタビュー対象者が返答したくな

い場合、それを強制されることもない。人物が特定されることから

直ちに「不当な」働きかけが行われる「おそれ」があるという説明
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には飛躍があり、極めて抽象的な「想像」に過ぎない。  

したがって、「今後、何らかの検証等を行う場合において、インタ

ビュー対象者等の関係者がいずれは自己に関する情報が公にされる

ことをおそれ、その結果、関係者から忌憚のない意見を得ることが

困難となるおそれがあり」という主張も杞憂であり、これをもっ

て、今後の政府部内での協議、検討、検証等において率直な意見交

換等の中立性が損なわれるおそれがあるということはできず、結

局、被告は、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明らかにし

ていない。  

(3) ６号に該当しないこと  

被告は、「非公開を前提として実施されたインタビューの対象者に

関するものであることから、そのような情報が後日に公開されるこ

とが予想される事態となれば、関係者等から機微な内容を含む事項

を聴取することや、関係者等との間で外交交渉に関する率直かつ忌

憚のない意見交換ができないこととな（る）」と主張する。  

しかし、「非公開を前提とし〔た〕」とする点については、上記１

で述べたことと同様の反論が可能である。  

「インタビュー対象者に関するもの」とは、抽象的過ぎて、具体

的にどのような情報であるか不明であるし、インタビュー対象者に

関する情報が明らかになることが、直ちに事情聴取や意見交換がで

きなくなる事態を生起させるものではなく、そのおそれは極めて抽

象的なものに過ぎず、被告は、実質的な支障が生じる相当の蓋然性

を何ら明らかにしていない。  
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３ 「被告準備書面 (2)第３、３」について 

(1) 記載内容について  

被告は、本件文書１の２ページ１行目から１１行目、項目「大量

破壊兵器の隠匿」に係る不開示部分及び項目「２００１年以降の展

開」に係る不開示部分には、「イラク戦争の経緯に係る記述であっ

て、『湾岸戦争』、『大量破壊兵器の隠匿』及び『２００１年以降の展

開』の各項目ごとに、本件検証を行う上での前提となるイラク情勢

に関する事実関係を整理したものである。具体的には、１９９１年

３月３日の停戦合意後のイラクの大量破壊兵器の問題をめぐるイラ

クと国連機関等とのやり取り、２００１年１月の米国におけるブッ

シュ政権成立以降、対イラク武力行使に至るまでの経緯・背景等に

ついて記載されている」とし、この三つの項目の記載全てを不開示

にしている。  

しかし、本件文書を要約した「報告の主なポイント」（甲４の２）

にも、「＜経緯＞」が三つに区分して記載されており（同１枚目）、

少なくともこれらと重複する部分を不開示にする理由は全くない。  

さらに、外務省のウェブサイトでは、「イラクを巡る情勢の経緯」

がまとめられており（甲６）、「平成１６年版外交青書」（甲７）や平

成１６年４月に発行された「日本の軍縮・不拡散外交」（甲８）など

にも、イラク戦争の経緯を外務省がまとめている。外務省が部分開

示した本件文書（甲５）からすると、本件不開示部分はおよそ２頁

に相当する分量である。それに対し、ここに挙げた公表資料の該当

部分の方が、明らかに分量が多く、本件不開示部分の記載の大部分

は、すでに公にされている資料と重複しているであろうことが合理

的に推測できる。したがって、本件記載部分の全てを不開示にする
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ことなど許されないのであり、被告は、すでに公にされている箇所

を区分して、少なくともその部分はすぐに開示すべきである。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、当該部分は「事実関係を整理したもの」ではあるが、「政

策決定過程に関する検証を行うことを目的とした取捨選択を経たも

のであ（る）」ことを理由に、「公にすることにより、我が国の情報

収集・分析能力等を推察することが可能となる」と主張する。しか

し、そもそも、あるテーマについてのある時点における国の機関に

よる情報収集・分析能力等を推察できたからといって、そのことが

ただちに３号の「おそれ」につながるとする主張には飛躍があるう

え、その点を措くといしても、前項で触れたとおり、外務省が部分

開示した本件文書（甲５）によると、当該記載部分は、２頁程度の

分量に過ぎない。扱う主題の大きさと比較し、この程度の分量の内

容で、国が行う「情報収集・分析能力等を推察」することなど到底

不可能である。この程度の分量の内容で、推察するとしたら、それ

は単なる「想像」というべきものであり、とても合理的な「推察」

とは言えない。したがって、不開示事由としての他国との交渉上不

利益を被るおそれ等を判断する基礎になるものではない。  

また、被告は、「我が国が当時判断を行う上で重要視した視点、論

点、関心事項等が明らかになり、報告書の具体的な内容に関して類

推することが可能となる」とも言う。しかし、当該記載部分は、事

実整理をした部分というのであるから、「重要視した視点、論点、関

心事項等」が分かっても、それをどのように評価したのかは記載さ

れていないことになる。その事実整理だけから、「報告書の具体的な

内容を類推すること」など不可能である。仮にこれを読んだ者が、
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類推しようとしても、その評価方法は独自の手法にならざるを得な

いのであり、このような場合を「類推」とは言わない。  

さらに、被告は、当該不開示部分には、「関係各国の対外政策やイ

ラク情勢をめぐる関係各国の立場」に関する言及も含まれているの

で、「当該情報を公にすれば関係各国との信頼関係が損なわれるおそ

れがある」とも主張するが、関係各国の対外政策や立場に言及する

だけで、その国との信頼関係が損なわれるなどとは考え難い。仮に

そのような事態が生じるとしたら、それは、関係各国の対外政策や

立場に言及した内容が、一般には想定したがい特異な評価等を含む

場合かもしれないが、そうであればその事情を被告は具体的に主張

すべきである。一般論として対外政策や立場に言及することで信頼

関係が損なわれるなどということは到底言えない。  

以上のとおり、被告は、外務大臣の判断の公正妥当を担保するに

足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示

しないことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理

的根拠を何ら示していない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内で

の率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれる」と

主張する。  

しかし、いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」

と主張するのか具体的説明がなく、このような意見交換が行われた

ことの具体的説明もない。単に、外務省内での検討過程を経たこと
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をもってこのような説明をしているとすれば、行政庁内で作成され

た文書のほとんどが同号で不開示とできることになり、同号の不当

な拡大解釈である。この点については、上記１で詳述したとおりで

ある。  

結局、被告は、「おそれ」につき、法的保護に値する蓋然性を何ら

明らかにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

ここでも被告は、「我が国の情報収集・分析能力等を推察すること

が可能となるだけではなく、我が国が当時判断を行う上で重要視し

た視点、論点、関心事項等が明らかになることから、将来的に類似

の事案が発生し、我が国としての立場・政策を策定する必要が生じ

た場合、関係国がこれらの情報を我が国の今後の対応を予測するた

めに用いるなど、我が国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそ

れがある」と主張するが、上記 (2)で述べたことと同様、そもそもの

論理に飛躍があるうえ、扱う主題の大きさと比較し、この程度の分

量の内容で、国が行う「情報収集・分析能力等を推察」することな

ど到底不可能である。想像力たくましく推測したとしても、評価で

はなく整理した事実関係に関する記載だけで推測できる「重要視し

た視点、論点、関心事項等」が、「我が国の今後の外交交渉事務に支

障を及ぼすおそれ」など、極めて限定的で、かつ抽象的ものであ

り、不開示事由に該当するものではない。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係
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で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。この点については、前述のとおり、２０１４年日韓会談高裁

判決は「他国」について具体的国名をあげて特定のうえ、それらの

国による過去の実際の言動に照らして、不開示部分の情報が開示さ

れた場合に将来どのような主張を日本に対して行ってくるかを検討

していることを留意すべきであり、現状の被告主張のような抽象的

な主張だけで３号該当性を認めることは到底できない。  

すなわち、ここでも被告は、「おそれ」につき、実質的な支障を及

ぼす法的保護に値する相当の蓋然性について何ら明らかにしていな

い。  

 

４ 「準備書面 (2)第３、４」（「国際社会の情勢」に係る不開示部分）に

ついて 

(1) 記載内容について  

被告は、「当該不開示部分は、イラク情勢に関する国際社会の動き

に係る記述であって、対イラク武力行使への我が国の対応を検討す

る上で重要な背景となった関係国・地域の政治情勢、安全保障関連

情勢に関する我が国の分析・評価等が記載されている」とするが、

次項以下で述べるように不開示事由に該当するとの主張は誤りであ

る。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、まず、「公にすることにより、我が国の情報収集・分析能

力等を推察することが可能となる」と主張する、しかし、あるテー

マに関するある時点での日本の情報収集・分析能力を推察できたか
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らといって、３号の「おそれ」にただちにつながるものではないう

え、「国際社会の情勢」という大きな主題について、わずか１頁程度

（甲５）にまとめた内容から、「情報収集・分析能力等」を推察する

ことなど不可能である。仮にあったとしても合理的な推察とは到底

いえず不開示事由の判断に際し考慮できる事項ではない。  

次に、被告は、「外務省が当時のイラク情勢をめぐる諸事情の中か

ら、どの国・地域・側面に焦点を当てていたかが明らかになるた

め、大量破壊兵器の問題等のイラク情勢をめぐる当時の我が国の検

討の視点や関心の対象、及びこれらの国・地域の情勢が我が国の政

策決定に与えた影響等を推察することができる」ため、「将来的に類

似の事案が発生し、我が国としての立場・政策を策定する必要が生

じた場合、関係国が我が国政府の政策検討・意思決定の手法・政策

検討上の関心事項、更には我が国の今後の対応等を正確に予測し、

自国を利する形での効果的な外交活動を行うことが可能となる」な

どと主張するが、日本及び外務省が「どの国・地域」（「側面」は趣

旨が不明）に焦点を当てていたかという事情だけで、「我が国の今後

の対応等を正確に予測」することなど到底考えられないし、「自国を

利する形での効果的な外交活動を行うことが可能」とも考えられな

い。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。なお、この点については、２０１４年日韓会談高裁判決の判
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断手法が踏襲されるべきである（以後の同様の主張では重複を避け

るべく２０１４年日韓会談高裁判決への言及は省略するが、同じ主

張が妥当する。）。  

さらに、被告は、「当該不開示部分に係る情報には関係国の対外政

策に関する我が国政府の率直な分析・評価についての言及も含まれ

ている」ことから、「関係国との信頼関係が損なわれるおそれがあ

る」と主張する。しかし、関係国の対外政策に関する分析・評価に

言及するだけで、その国との信頼関係が損なわれるなどとは考え難

い。仮にそのような事態が生じるとしたら、それは、関係国の対外

政策に言及した内容が、一般には想定したがい特異な評価等を含む

場合であろうが、そうであればその事情を具体的に主張すべきであ

る。一般論として対外政策に関する分析・評価に言及することで信

頼関係が損なわれるなどとは到底言えない。  

以上のとおり、被告は、外務大臣の判断の公正妥当を担保するに

足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示

しないことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理

的な根拠をなんら示していない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内で

の率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれがある」と主張する。  

しかし、いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」

と主張するのか具体的説明がなく、このような意見交換が行われた
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ことの具体的説明もない。単に、外務省内での検討過程を経たこと

をもってこのような説明をしているとすれば、行政庁内で作成され

た文書のほとんどが同号で不開示とできることになり、同号の不当

な拡大解釈である。この点はすでに「非公開を前提とした」とする

被告主張への批判として、上記１で主張したとおりである。  

したがって、「おそれ」につき、被告は何ら法的保護に値する蓋然

性を明らかにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報が公にされることにより、イ

ラク情勢をめぐる我が国の検討の視点や関心の対象等が明らかにな

る」とし、それ故、将来的に類似の事案が発生した場合、「関係国が

これらの情報を我が国の今後の対応を予測するために用いるなど、

我が国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と主張

する。  

しかし、すでに述べたように、ここに記載されているのは、「国際

社会の情勢」という大きな主題について、わずか１頁程度にまとめ

た内容である。仮に、これによって、「イラク情勢をめぐる我が国の

検討の視点や関心の対象等が明らかになる」としても極めて限定的

で、かつ、抽象的なものであり、これらによって日本の今後の外交

交渉事務に支障を及ぼすなどということはおよそ想定困難である。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係
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で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

すなわち、「おそれ」があるという被告の主張はきわめて抽象的

で、法的保護に値する相当程度の蓋然性を何ら明らかにしていない。  

 

５ 「準備書面 (2)第３、５」（「日本の状況」に係る不開示部分）につい

て 

(1) 記載内容について  

被告は、「当該不開示部分には、対イラク武力行使前後の我が国の

外交的努力を中心とした我が国を取り巻く情勢について記載されて

いる」と説明し、全ての記載を不開示にしている。  

しかし、本件文書を要約した「報告の主なポイント」（甲４の２）

にも、「＜我が国の外交努力＞」として、１頁分以上の記述がある。

他方、本件記述部分は、およそ１０行程度の分量である。したがっ

て、本件の「外交的努力を中心とした我が国を取り巻く情勢」の記

述の大半は、すでに要約の中で明らかにされていると考えるのが合

理的であり、その要約と重複する部分を不開示する理由は全くない

のであり、被告は、すでに公にされている箇所を区分して、少なく

ともその部分はすぐに開示すべきである。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「当時の我が国政府が行った外交及び安全保障上の取組等

に係るもののうち本件検証の前提となるべきものを挙げた記述であ

り、公にすることにより、外交及び安全保障関係における我が国の



23 
 

関心事項及び政策決定において我が国が考慮している事項が明らか

となるから、我が国の安全保障及びそれに関連する関係国との交渉

において、関係国が当該不開示部分に係る情報を参考として用いる

ことが可能となる。よって、公にすることにより、他国との交渉上

不利益を被るおそれがある上、我が国の安全が害されるおそれがあ

る」と主張する。  

しかし、仮にあるテーマに関するある時点における国の「関心事

項等が明らか」になったとしても、そのことが、３号の「おそれ」

につながるとする被告の主張には飛躍があり、不開示を正当化する

合理的根拠があるとは言えない。その点を措くとしても、前項で指

摘したとおり、この部分の記載はわずか１０行程度の分量である。

これによって「外交及び安全保障関係における我が国の関心事項及

び政策決定において我が国が考慮している事項」を推測するのは困

難である。仮に推測したとしても、この１０行程度の記載で推測で

きる事項で「関係国が当該不開示部分に係る情報を参考として用い

る」ということは考え難く、したがって、「他国との交渉上不利益を

被るおそれがある上、我が国の安全が害されるおそれがある」とい

う主張も極めて抽象的なもので、不開示事由に該当するとは言えな

い。  

したがって、被告は、外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足

りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示し

ないことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理的

な根拠を示しているとは到底いえない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報は、公にしないことを前提と
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した外務省内での率直な意見交換に基づき記載されたものであり、

公にすることにより、同省内での率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」と主張する。  

しかし、いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」

と主張するのか具体的説明がなく、このような意見交換が行われた

ことの具体的説明もない。単に、外務省内での検討過程を経たこと

をもってこのような説明をしているとすれば、行政庁内で作成され

た文書のほとんどが同号で不開示とできることになり、同号の不当

な拡大解釈である。この点はすでに「非公開を前提とした」とする

被告主張への批判として、上記１で主張したとおりである。  

したがって、「おそれ」につき、被告は何ら法的保護に値する蓋然

性を明らかにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報が公にされることにより、外

交及び安全保障関係における我が国の関心事項及び政策決定におい

て我が国が考慮している事項が明らかとなるから、我が国の安全保

障及びそれに関連する関係国との交渉において、関係国が当該不開

示部分に係る情報を参考として用いることにより、我が国の今後の

対応を推察することが可能となることから、我が国の今後の外交交

渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と主張する。  

しかし、繰り返し述べるが、この部分の記載は、「日本の状況」と

題した、わずか１０行程度の記述である。これをもって、「我が国の

今後の対応を推察することが可能」となり、「我が国の今後の外交交

渉事務に支障を及ぼすおそれがある」としても、極めて抽象的な支
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障に過ぎないことは明らかであり、不開示事由に該当するとはいえ

ない。  

すなわち、ここでも、被告の主張はきわめて抽象的で、法的保護

に値する相当程度の蓋然性を何ら明らかにしていない。  

 

６ 「準備書面 (2)第３、６」（「対イラク武力行使支持に至る我が国政府

の検討過程・外交努力の概観」に係る不開示部分）について 

(1) 記載内容について  

被告は、この不開示部分につき「２００２年初めから２００３年

３月に至るまでの、我が国政府内での検討過程及び外交努力につい

ての記述であり、具体的には、イラク情勢の高まりを受けて、同情

勢に対応するため、外務省内でどのような体制が組まれ、どのよう

な情報収集・分析・検討が行われたか、政府部内でどのような協議

が行われたか、我が国と関係国との間でどのようなやり取りが行わ

れたか、いかなる判断の下で対イラク武力行使支持の政策決定が行

われたか等に関する、具体的かつ詳細な内容が記載されている」と

して、全ての記載を不開示にしている。  

しかし、本件文書を要約した「報告の主なポイント」（甲４の２）

にも、「２００２年初めから２００３年３月に至るまでの、我が国政

府内での検討過程及び外交努力」についての記述がある（同１，２

枚目）。その内容を見ると、外務省内の「体制」以下、被告が主張す

る記載内容は、すべてこの要約の中にも登場している。したがっ

て、要約と重複する部分を不開示にする理由は全くないのであり、

被告は、すでに公にされている箇所を区分して、少なくともその部
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分はすぐに開示すべきである。  

また、イラク戦争に至るこの時期に、外務省関係者が、どの国と

どのような会談を行ったか等の事実については、外務省は、本件報

告書とは別途、ウェブサイト上でその詳細を明らかにしている（甲

９「日本の外交努力」）。これらの記述と、本件の記述部分は、常識

的に考えて大部分が重複するものと考えられる。したがって、かか

る意味でも本件の記述部分を不開示にする理由はない。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、まず「公にすることにより、我が国の情報収集・分析能

力等を推察することが可能となる」と主張するが、仮にあるテーマ

に関するある時点における国の「情報収集・分析能力等を推察」で

きたとしても、そのことが、３号の「おそれ」につながるとする被

告の主張には飛躍があり、不開示を正当化する合理的根拠があると

は言えない。その点を措くとしても、この程度の分量の記載で「我

が国の情報収集・分析能力」を推測するとしても、到底精度の高い

「推測」にはなりえない。また、「外交及び安全保障関係における我

が国の関心事項及び政策決定において我が国が考慮している事項が

明らかとなる」とも主張するが、同じく、関心事項や考慮している

事項として明らかになる内容もたかが知れている。したがって、将

来的に類似の事案が発生した場合でも、「関係国が我が国政府の政策

検討・意思決定の手法・政策検討上の関心事項、更には我が国の今

後の対応等を正確に予測」すること、「自国を利する形での効果的な

外交活動を行うこと」など到底困難であるし、関係国が「自国を利

するための参考となり得る情報を与える」としても、これによって

「これら他国との交渉上不利益を被るおそれ」「我が国の安全が害さ
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れるおそれ」も極めて抽象的な「おそれ」で、不開示事由にはなり

えない。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

さらに被告は、「関係国との必ずしも公になることを前提としない

個別具体的なやり取りを公にすることにより、関係国との信頼関係

が損なわれるおそれがある」とも主張しているが、これも、「必ずし

も公になることを前提としない」という被告の主張に表れているよ

うに、信頼関係が損なわれる事態が生じるのは極めて抽象的なおそ

れに過ぎず、不開示事由に該当するものではない。  

以上のとおり、被告は、外務大臣の判断の公正妥当を担保するに

足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示

しないことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理

的な根拠をなんら示していない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報は、公にしないことを前提と

した外務省内での率直な意見交換に基づき記載されたものであり、

公にすることにより、同省内での率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」と主張する。  

しかし、いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」
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と主張するのか具体的説明がないなど、すでに「非公開を前提とし

た」とする被告主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当

する。  

したがって、「おそれ」があることにつき、被告は何ら法的保護に

値する蓋然性を明らかにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「当該不開示部分に係る情報が公にされることにより、外

交及び安全保障関係における我が国の関心事項及び政策決定におい

て我が国が考慮している事項等が明らかとなるから、将来的に類似

の事案が発生した場合において、関係国がこれらの情報を我が国の

今後の対応を予測するために用いるなど、我が国の今後の外交交渉

事務に支障を及ぼすおそれがある」と主張する。  

しかし、「我が国の関心事項及び政策決定において我が国が考慮し

ている事項」が明らかになる程度で、「我が国の今後の外交交渉事務

に支障を及ぼすおそれ」が生じるとは考え難いし、仮にあるとして

も、極めて抽象的なおそれに過ぎず、不開示事由に該当するとはい

えない。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

すなわち、被告の主張はきわめて抽象的で、法的保護に値する相
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当程度の蓋然性を何ら明らかにしていない。  

 

７ 「準備書面 (2)第３、７」（「情報収集についての検証：情報の種類、

情報収集先、情報要求・指針」に係る不開示部分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「我が国による情報収集についての検証に関する記述であ

り、収集した情報の種類、主要な情報収集先、政策決定を行うに当

たりどのような情報を収集しようとしたか等についての詳細な検証

結果が記載されている」と説明する。  

(2) ３号に該当しないこと  

本報告書は、多数の関連書類を基礎に調査・分析し、検討した結

果をまとめたものであり、数ページ程度の文章にまとめられただけ

であるから、個別の書類に記載された具体的な情報そのものでな

く、抽象化し、全体的に包括した記述がなされているものである。

このような包括的・抽象的な記述全てが、「情報収集についての具体

的方法や内容に係る記述」であるとは、とても考えられない。  

また、情報収集についての具体的方法や内容が公開されているこ

ともある。例えば、報告書の概要（甲４の２）の最終ページには、

「当時の情報源のほとんどが各国政府及び国際機関関係者であった

と見受けられることに鑑み，国内外の専門家の意見や分析を一層活

用すること」と書かれ、かつ、各国政府についても、同ページに

「米国」「英，仏，独，イラク，イラク周辺国等」と書かれており、

国際機関も国連を指すことは明らかであるから、少なくとも主要な

情報収集先については、秘匿する必要性がない。  
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加えて、「情報収集についての具体的方法や内容に係る記述」を

「公にすることにより、我が国の情報収集の対象に係る関心事項、

情報収集能力、情報収集先・情報源等が明らかとなる」との被告の

説明も極めて抽象的である。  

例えばイラク戦争を対象に情報収集すること自体は公開して差支

えない事柄であり、情報収集先や情報源も上記のとおり主要な情報

収集先は明らかにされていることからすれば、これらの情報を明ら

かにすると「安全保障に関する問題はもとより、我が国と何らかの

問題で緊張関係に立つ関係国との交渉上不利益を被るおそれがある

上、国の安全が害されるおそれがある」とは到底言えない。  

結局、この項目に関する被告の不開示理由の説明は、そもそも５

条３号に該当するおそれがそもそもないか、極めて抽象的であっ

て、行政機関の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足り

る、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しな

いことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な

根拠が示されているとは到底いえない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する
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「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」とは、「我が国と何

らかの問題で緊張関係に立つ関係国との交渉上不利益を被るおそれ

がある」という「我が国の外交事務」及び「情報収集事務」への支

障である。  

しかし、前述のとおり、情報収集についての具体的方法や内容が

公開されていることもあるし、主要な情報収集先もすでに公表され

ているが、外交事務等への支障は生じていない。  

加えて、同じく外交及び安全保障に関する問題である尖閣諸島問

題については、政府が国家安全保障会議で協議した議題、方針、情

報交換の相手方まで具体的に新聞で報道されているが（甲１０）、こ

れにより外交事務等に支障が生じたこともない。これは一例である

が、尖閣諸島問題は、単に外交及び安全保障に関する問題というだ

けでなく、領土問題であって、各国家の歴史観や国民感情などもか

かわる極めてセンシティブな問題であるが、そのような問題でも特

に支障は生じていないのである。  

結局、被告の説明は、抽象的であり、このような説明で「支障」

があるとはとても認められず、被告は、「おそれ」につき、実質的な

支障を及ぼす法的保護に値する相当の蓋然性について何ら明らかに

していない。  
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８ 「準備書面 (2)第３、８」（「分析についての検証：分析手法、分析結

果と共有」に係る不開示部分）について  

(1) 記載内容の説明  

この部分について、被告は、Ａ４で１枚にも満たない分量の記載

であるにもかかわらず、「対イラク武力行使をめぐるイラク情勢に関

して収集された情報の分析、及び分析結果の共有等についての詳細

な検証結果が記載されている」と説明する。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、この部分を開示すると、「我が国による国際情勢の分析の

方途・能力が明らかになる」等と述べて、「他国との交渉上不利益を

被るおそれがある上、我が国の安全が害されるおそれがある」と説

明する。  

しかし、外務省ウェブサイト「イラクを巡る情勢の経緯」（甲６）

には、この不開示部分の記載分量以上に、イラクを巡る情勢の経緯

が説明されている。加えて、「日本の外交努力」（甲９）というペー

ジには、日本が、イラク問題の平和的解決のためにいかなる外交努

力を行ったかが具体的に記載されている。  

被告の主張からすると、外務省ウェブサイトのこれらの記載も、

「関係国が我が国政府の政策検討・意思決定の手法、政策検討上の

関心事項、更には我が国の今後の対応等を正確に予測し、自国を利

する形での効果的な外交活動を行うことが可能となる」情報に当た

るといえることになるのではないか。そのくらい、被告が主張する

おそれは抽象的なものであり、外務大臣の判断の公正妥当を担保す

るに足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、
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開示しないことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき

合理的な根拠示されているとは到底いえない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「将来的に類似

の事案が発生した場合において、我が国の今後の対応を推察するた

めの参考とするなど」という「我が国の今後の外交交渉事務」への

「支障」であるが、この説明は全く抽象的で、名目的なものであ

る。他国が「我が国の今後の対応を推察するための参考とする」こ

とが「我が国の今後の外交交渉事務」の支障になるというのであれ

ば、少なくとも日本では外交及び安全保障関係における関心事項や

考慮事項等を全く公開しないということになるが、実際はそのよう

なことはない。  

例えば、同じく外交及び安全保障に関する問題にあたる尖閣諸島
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問題については、政府が国家安全保障会議で協議した議題、方針、

情報交換の相手方などが新聞報道されている（甲１０）。この点はす

でに上記７で論じた。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

このように、被告の「支障」の説明自体、抽象的かつ名目的であ

り、被告は、「おそれ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値

する相当の蓋然性について何ら明らかにしていない。  

 

９ 「準備書面 (2)第３、９」（「検討・意思決定プロセス」に係る不開示

部分）について  

(1) 記載内容の説明  

被告は、この部分は、「対イラク武力行使の問題に係る検討・意思

決定プロセスについての記述」であり、「外務省内及び政府部内でど

のような手続を経て対イラク武力行使をめぐる政策検討及び意思決

定がなされていたのか等についての検証結果」が記載されていると

説明する。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告の説明によると、「政府部内における政策検討・意思決定プロ
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セスの具体的な内容に関する記述及びその検討・意思決定プロセス

において考慮された事項等に係る具体的な記述」を公にすると、「我

が国による国際情勢の分析の方途・能力が明らかになる」等と述べ

て、「他国との交渉上不利益を被るおそれがある上、我が国の安全が

害されるおそれがある」という。  

しかし、「政府部内における政策検討・意思決定プロセスの具体的

な内容に関する記述及びその検討・意思決定プロセスにおいて考慮

された事項等に係る具体的な記述」は、前述の新聞記事（甲１０）

のように詳細に書かれることがあり、またイラク戦争に関しては、

「５５人が語るイラク戦争」の『日本の「決断」』部分（甲１１）で

も、石破茂防衛庁長官（当時）が閣僚懇談会の場でイラク戦争支持

の是非を議論したことはないと述べていることや、複数の政府関係

者も議論をしたことがないと話したこと、元外務事務次官の谷内正

太郎内閣官房副長官補（当時）の話として、湾岸戦争時の武力行使

容認決議があれば、新たな決議がなくても武力行使が正当化できる

と日本政府が主張したことや、広く閣僚らの意見を募って議論する

という発想が小泉首相（当時）にはなかったことなど、具体的に書

かれている。  

当該不開示部分の分量が半ページもないことからすると、この部

分に、前述の書籍等で具体的に書かれた情報以上に詳細な情報が本

当に書かれているのか、大いに疑問である。  

すなわち、この部分についても、被告の３号該当性の主張は、新

聞記事や書籍に書かれる情報すら３号を理由に不開示となりかねな

いほどに抽象的なものであって、外務大臣の判断の公正妥当を担保

するに足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえ
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で、開示しないことの利益が開示することの公益性を上回ることに

つき合理的な根拠示されたとは到底言えない。  

諸外国の例を見ると、オランダはイラク戦争への政治的支持に至

るプロセスについて、調査委員会を組織し、調査結果として５５１

頁に渡る報告書を公表しており、この報告書では政治的な意思決定

の経過や与党が行った連立協議が意思決定に及ぼした影響、オラン

ダの情報機関の役割など、政策の経緯が詳細に記録されている（甲

１２）。  

オランダのこのような検証結果の公表と比較して、本件文書の分

量はごくわずかで、報告書の分量からしてそれほど詳細な内容が記

載されているとは考えられないにもかかわらず、被告は記載内容を

抽象化し、いかにも同条３号が定めるおそれがあるかのように誇張

しているとしか考えられない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  
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(4) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「将来的に類似

の事案が発生した場合において、我が国の今後の対応を推察するた

めの参考とするなど」という「我が国の今後の外交交渉事務」への

「支障」であるが、この説明は全く抽象的で、名目的なものであ

る。他国が「我が国の今後の対応を推察するための参考とする」こ

とが「我が国の今後の外交交渉事務」の支障になるというのであれ

ば、少なくとも日本では外交及び安全保障関係における関心事項や

考慮事項等を全く公開しないということになるが、実際はそのよう

なことはない。  

例えば、同じく外交及び安全保障に関する問題にあたる尖閣諸島

問題については、政府が国家安全保障会議で協議した議題、方針、

情報交換の相手方などが新聞報道されている（甲１０）。この点につ

いては７で前述した。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

このように、被告の「支障」の説明自体、抽象的かつ名目的であ

り、「おそれ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値する相当

の蓋然性について何ら明らかにしていない。  
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１０ 「準備書面 (2)第３、１０」（「武力行使の支持に至るプロセス」に

係る不開示部分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、この不開示部分は、「２００２年初め以降、我が国が対イ

ラク武力行使支持を表明するに至るまでの外務省の対応、情勢認

識、政府内での議論、外交努力等についての具体的な記述」である

と説明して、公にすると、「関係国が我が国政府の政策決定・意思決

定の手法、政策検討上の関心事項、更には我が国の今後の対応等を

正確に予測し、自国を利する形での効果的な外交活動を行うことが

可能となる」等と主張する。  

(2) ３号に該当しないこと  

しかし、「我が国が対イラク武力行使支持を表明するに至るまでの

外務省の対応、情勢認識、政府内での議論、外交努力等についての

具体的な記述」は、例えば、「日本の外交努力」（甲９）に、日本政

府が行った外交努力が具体的に書かれているし、「５５人が語るイラ

ク戦争」の１２７ページ部分（甲１２）にも、対イラク武力行使支

持を表明する直前の時期のパウエル米国務長官と当時の小泉純一郎

首相及び福田康夫官房長官との会談内容が具体的に書かれている。  

また、被告は、当該不開示部分に、「関係国高官と我が国政府との

間で交わされた具体的なやり取りも含まれて」いることを理由に、

公にすると「関係国との信頼関係が損なわれるおそれがある」とも

主張するが、「関係国高官と我が国政府との間で交わされた具体的な

やり取り」がおよそ非公開とされるわけではなく、新聞記事（甲１

０）のように、駐日中国大使と外務省の事務次官との具体的なやり
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とりが報道されることもある。３号該当性に関する被告の説明には

全く合理的な根拠がなく、外務大臣が公開したい情報は公開し、公

開したくない情報は不開示とするだけでは、恣意的な判断をしてい

るに過ぎない。  

当該不開示部分もせいぜい数ページ程度しかないこともあわせる

と、やはり、この部分に関する被告の３号該当性の主張も、書籍に

書かれる情報すら３号を理由に非開示となりかねないほどに抽象的

なものであって、外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足りる、

可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないこ

との利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠

示されたとは到底言えない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「我が国の今後
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の外交交渉事務」への「支障」であるが、この説明は全く抽象的

で、名目的なものである。  

前述のとおり、「我が国が対イラク武力行使支持を表明するに至る

までの外務省の対応、情勢認識、政府内での議論、外交努力等につ

いての具体的な記述」は、「日本の外交努力」（甲９）や（「５５人が

語るイラク戦争」（甲１１）にも具体的に書かれているし、同じく外

交及び安全保障に関する問題である尖閣諸島問題については、政府

が国家安全保障会議で協議した議題、方針、情報交換の相手方など

が新聞報道されている（甲１０）。  

これらの情報は、武力行使の支持に至るプロセスに関する情報で

あったり、外交・安全保障問題に関する政府の対応・情勢認識、外

交努力等についての具体的な情報であるが、これらの情報が公にさ

れたからといって、「我が国の今後の外交交渉事務」に「支障」は生

じていない。  

つまり、武力行使の支持に至るプロセスに関する情報や、外交・

安全保障問題に関する政府の対応・情勢認識、外交努力等について

の具体的な情報であるというだけで、６号該当性が認められること

はないというべきである。  

結局、被告の「支障」の説明自体、抽象的かつ名目的であって、

「おそれ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について何ら明らかにしていない。  

 

１１ 「準備書面 (2)第３、１１」（「米側への働きかけ」に係る不開示部

分）について  
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(1) 記載内容の説明  

被告は、当該不開示部分には、「イラク問題に関する我が国から米

国側への働きかけの詳細」が記載されていると説明する。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が公になると、日本政府の米国への働き

かけの詳細やそれに対する米国の反応に係る我が国の評価が明らか

になることから、米国との信頼関係が損なわれる等と述べて、３号

に該当すると主張する。  

しかし、日本の米国に対する働きかけをおよそ３号で不開示とす

る必要性はない。実際に、報告書の概要（甲４の２）でも「武力行

使の前に外交的手段を尽くすべきであり、国際的連帯が必要である

との考え方を繰り返し伝達」（２枚目）と米国への働きかけの内容を

公表している上、外務省ウェブサイト「日本の外交努力」（甲９）に

も米国への働きかけの具体的内容が記載されている。  

以上からすれば、米国への働きかけであるからといって、ただち

に３号で不開示とすることが是認されるわけではないことは明らか

であり、被告は、米国への働きかけのなかでも、そのことを開示す

ることによって特に米国との信頼関係が損なわれるおそれがあると

認めるに足りる特別の事情があることを説明する必要がある。その

ような説明も無い現状では、およそ、３号にいう他国との信頼関係

が損なわれるおそれがあると判断したことを、可能な限り具体的な

事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの利益が開示する

ことの公益性を上回ることにつき合理的な根拠に基づいて説明した

とは言えない。  
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また、被告は、米国に対していかなる働きかけを行っていたかを

公にすると、「将来的に類似の事案が発生し、我が国としての立場・

政策を策定する必要が生じた場合、・・・当該関係国に対し、自国を

利するための参考となり得る情報を与えることとな」る旨も主張す

る。  

しかし、米国に対する働きかけは半ページ程度の記載しかなく、

検証結果を取りまとめた報告書という位置づけからしても、この記

述のみからこのようなおそれがあるとはとても考えられない。被告

が本当にこのような他国との交渉上の不利益を被るおそれがあると

主張するのであれば、このおそれが絵空事ではないことを、合理的

な根拠に基づき説明すべきである。  

また、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係国」

についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との関係

で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性が認められる余地は

ない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  
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このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(4) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「我が国の今後

の外交交渉事務」への「支障」であるが、当該不開示部分の情報と

重複する内容と思われる「我が国から米国との外交交渉に係る記

述」が、外務省ウェブサイト「日本の外交努力」（甲９）にも具体的

に記載されており、これによって「我が国の今後の外交交渉事務」

に「支障」は生じていない。  

上記の外務省ウェブサイトの記載にも当てはまるような６号該当

性の説明には全く具体性がなく、抽象的かつ名目的であって、被告

は、「おそれ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値する相当

の蓋然性について何ら明らかにしていない。  

 

１２ 「準備書面 (2)第３、１２」（「米国以外の各国への働きかけ」に係

る不開示部分）について  

(1) ３号に該当しないこと  

被告は、この部分には「我が国が米国以外の関係各国との間で、

イラク問題への対応につきどのような外交努力を行ってきたのかに

関する経緯・内容の詳細」が記載されており、これは「我が国と米

国以外の関係各国との外交交渉に係る記述及びこうした外交交渉の

効果に対する評価に係る記述」であるから、公にすると、「関係各国
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との信頼関係が損なわれるおそれ」があるとか、「当該関係国に対

し、自国を利するための参考となり得る情報を与えることとなり、

これら他国との交渉上不利益を被るおそれがある」と主張する。  

しかし、日本がその他の関係国に対し、「イラクによる査察無条件

受け入れに向けた新たな安保理決議の採択について累次働きかけを

行った」ことは報告書の概要（甲４の２）に記載されており、か

つ、外務省ウェブサイト「日本の外交努力」（甲９）には、日本が米

国以外の関係国に行った働きかけも含め、具体的事実が記載されて

いる。  

とすると、１頁にも満たないこの不開示部分について、これらの

公開情報以上にどのくらいイラク問題の対応についての外交努力の

経緯や内容が記載されているか、はなはだ疑わしい。加えて、報告

書の概要どおりに日本が「イラクによる査察無条件受け入れに向け

た新たな安保理決議の採択について累次働きかけ」を行ったとすれ

ば、そのような働きかけは、平和主義を憲法上の原則として掲げる

日本政府の外交努力として当然行うべきことであるから、そのこと

が仮に具体的に記載されていたとしても、その開示によって今後日

本が他国との交渉で不利益を被るとは到底考えられない。イラク問

題に関する関係各国への働きかけや外交努力に関する経緯や内容自

体は、外務省ウェブサイトや「５５人が語るイラク戦争」の『日本

の「決断」』部分（甲１１）等でこのように具体的に説明されてい

る。被告の説明は、これらの公表情報をも３号に該当すると主張で

きるような抽象的なものであって、外務大臣の判断について、可能

な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの

利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠に基
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づいて説明をしたものとは到底認められない。  

(2) ５号に該当しないこと  

被告は、当該不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(3) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「我が国の今後

の外交交渉事務」への「支障」であるが、関係各国への働きかけ

は、外務省ウェブサイト「日本の外交努力」（甲９）にも具体的に記

載されているが、これによって「我が国の今後の外交交渉事務」に

「支障」は生じていない。  

上記の外務省ウェブサイトの記載にも当てはまってしまうような

６号該当性の説明には全く具体性がなく、抽象的かつ名目的であっ

て、被告は、「おそれ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値

する相当の蓋然性について何ら明らかにしていない。  
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１３ 「準備書面 (2)第３、１３」（「武力行使の法的側面」（国際法上の

合法性）に係る不開示部分）ついて  

(1) ３号に該当しないこと  

被告は、この不開示部分は「米国等による対イラク武力行使につ

いての法的根拠についての我が国と他国との外交交渉に係る記述、

及びこうした外交交渉の結果に対する評価に係る記述」であり、公

にすることで「他国との信頼関係が損なわれるおそれ」があり、ま

た、「イラク及びその周辺国との間での外交交渉において、当該関係

国に対し、自国を利するための参考となり得る情報を与えることと

なり、これら他国との交渉上不利益を被るおそれがある」と主張す

る。  

しかし、「武力行使についての法的根拠」という一般的な論理の話

を秘密にすること自体、そもそも考え難い。国際法上の合法性は国

連等で公に議論されている内容であり、日本でも、当時の小泉首相

は、２００３（平成１５）年３月１８日の記者会見で、「今までの一

連の国連決議、昨年１１月の１４４１を初め、６７８、６８７、こ

ういう決議において、武力行使の根拠と成り得ると理解しておりま

す。」（甲１３）と説明している。これは米国が国連で発表したもの

とほぼ同じ見解であり、この点についての検討内容や各国の外交行

為も、外務省調査月報（甲１４）で詳細に紹介されている。  

また、日本と他国との外交交渉について、外務省ウェブサイト

「日本の外交努力」（甲９）で具体的に記載されていることは前述の

とおりであり、その結果に対する評価も、当時の政府関係者の説明

内容が書籍（甲１１）に掲載されていることからもわかるように、

すでに公にされている内容が多い。  
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この不開示部分の記載分量は１頁にも満たない程度であり、上記

公表資料以上に詳細な情報が記載されているとは考えにくい。結

局、被告の説明は抽象的な説明にとどまり、外務大臣の判断につい

て、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しな

いことの利益が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な

根拠に基づいて説明をしたものとは到底認められない。  

(2) ５号に該当しないこと  

被告は、この不開示部分が、「公にしないことを前提とした外務省

内での率直な意見交換に基づき記載されたもの」とも説明するが、

いかなる事実をもって「公にしないことを前提とした」かの具体的

説明がなく、このような意見交換が行われたことの具体的説明もな

い。この点については、すでに「非公開を前提とした」とする被告

主張への批判として、上記１で主張した批判が妥当する。  

このような曖昧かつ抽象的な被告の説明では、５号に該当する

「不当」な「おそれ」がそもそもないか、形式的抽象的なものに止

まるものであって、実質的な支障が生じる相当の蓋然性を何ら明ら

かにしていない。  

(3) ６号に該当しないこと  

６号該当性について、被告が主張する「支障」は、「我が国の今後

の外交交渉事務」への「支障」であるが、前述のとおり、そもそも

国際法上の合法性は国連等で公に議論されている内容であり、関係

各国の見解や外交行為も外務省調査月報（甲１４）で詳細に紹介さ

れているが、これによって「我が国の今後の外交交渉事務」に「支

障」は生じていない。  
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むしろ、「対イラク武力行使の法的根拠をめぐる問題」についての

検討や関係各国との外交努力は、公にしても全く問題がない性質の

情報というべきである。  

被告の６号該当性の説明は極めて抽象的かつ名目的であって、「お

それ」につき、実質的な支障を及ぼす法的保護に値する相当の蓋然

性について何ら明らかにしていない。  

 

１４ 準備書面 (2)第３、１４（「武力行使の支持の理由」に係る不開示

部分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「我が国による対イラク武力行使支持の理由に係る記述で

あり、我が国を取り巻く情勢等をも踏まえた具体的な理由が記載さ

れている」と説明する。  

しかし、被告の上記説明は、不開示部分にどのような情報が記載

されているかについてなんら具体的に特定するものではなく、不開

示事由該当性に関する裁判所の判断や原告による有効な反論を可能

にさせるものではない。  

また、以下で詳述するが、Ａ４の３分の１頁程度の分量の記載か

ら、被告が縷々主張するような具体的な不利益や支障が生じるおそ

れは到底想定しえない。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、我が国政府が対イラク武力行使支

持という政策決定を行う上で考慮した諸事項が明らかとなるから、
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将来的に類似の事案が発生し、我が国としての立場・政策を策定す

る必要が生じた場合、関係国が我が国政府の政策検討・意思決定の

手法、政策検討上の関心事項、更には我が国の今後の対応等を正確

に予測し、自国を利する形での効果的な外交活動を行うことが可能

となるほか、イラク情勢をめぐる我が国の認識が明らかになること

により、当該関係国に対し、上記のとおり、自国を利するための参

考となり得る情報を与えることとなり、これら他国との交渉上不利

益を被るおそれがある」と主張する。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係

国」ないし「他国」についてもなんら具体的な特定がなされておら

ず、当該国との関係で日本が交渉上の不利益を被る具体的な蓋然性

が認められる余地はない。  

また、そもそも、ある外交上の問題が生じた場合、日本の今後の

対応等については、従前の日本の対応、日本が世界情勢で占める地

位、友好関係にある各国の動きや日本との関係性の深浅等から一定

程度予測が可能なものであるが、日本が有している情報の多寡やそ

の内容等によって、日本の今後の対応等は異なるものであるから、

被告の主張するように、今後の対応等を「正確に」予測することは

不可能ないし著しく困難である。  

さらに、外交上の問題において、他国の利益となることと、日本

の不利益になることとの間に相関関係は存在しない（すなわち、他

国と日本との利益が共通することは当然想定しうることである。）。

そもそも外交上の問題に関する交渉においては、自国を利する望ま



50 
 

しい結果を得ることを目的として交渉することは当然の前提であ

り、日本においてもこのことは当然の前提として、外交上の交渉に

臨み、意思決定を行うのであるから、他国との交渉上の不利益を被

る具体的な蓋然性はなんらない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条３号に該

当するおそれがそもそもないか、極めて抽象的であって、行政機関

の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足りる、可能な限

り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの利益

が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠は全く示

されていない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内の

率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「公にしないことを前提

と」とされていたと認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。また、被告は、「報告の主

なポイント」（甲４の２）として、本件文書１の主なポイントについ

て外務省のウェブサイト上で公開している。このことからすれば、

「公にしないことを前提としていなかった」部分が存在することは

明白であるから、本件文書１について公にしないことを前提として

いたとの主張は、「『報告の主なポイント』については公にするが、

その余の部分については公にしないこと」が前提とされていたとの
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事実を裏付ける立証がなされない限り、成り立ちえないものであ

る。  

また、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にする

ことの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障

が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であ

り、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味するが、

被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに

止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ

ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示

とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「公にされることにより、我が国政府が対イラク武力行使

支持という政策決定を行う上で考慮した諸事項が明らかとなるか

ら、将来的に類似の事案が発生した場合において、これらの情報を

我が国の今後の対応を推察するための参考として用いるなど、我が

国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と主張す

る。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。  

また、そもそも、被告の主張は、「これらの情報を我が国の今後の
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対応を推察するための参考として用いる」主体について明らかにし

ておらず、「外交事務の適正な遂行に支障を及ぼす」具体的な蓋然性

についてはなんら主張立証できていないも同然である。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

 

１５ 「準備書面 (2)第３、１５」（「国民への説明責任についての検証：

国会、広報等」に係る不開示部分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「イラク問題をめぐる我が国の対応に関し、国民への説明

責任を果たすとの観点から外務省内で行われた検討、及び広報活

動、国会議員への説明等の具体的な取組について、その効果等を含

めた詳細な検証結果が記載されている」と説明する。  

しかし、被告の上記説明は、不開示部分にどのような情報が記載

されているかについてなんら具体的に特定するものではなく、不開

示事由該当性に関する裁判所の判断や原告による有効な反論を可能

にさせるものではない。  

なお、「報告の主なポイント」（甲４の２）の４枚目においては、

「本件に対する国民の理解を得るための広報の重要性は早くから認

識されており、また、ウェブサイトを含め種々の努力が払われてき

た」などと公表されているのであるから、全て不開示とする合理的

理由は見いだせない。  
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(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、イラク問題に係る広報や国会議員

等への説明を行うに当たって外務省が重視していた事項等が明らか

となり、将来的に類似の事案が発生し、我が国としての立場・政策

を策定する必要が生じた場合、関係国が我が国政府の対応を推察す

る手がかりとしたり、イラク情勢をめぐる我が国の認識が明らかに

なることにより、イラク及びその周辺国との間での外交交渉におい

て、当該関係国に対し、自国を利するための参考となり得る情報を

与えることとなり、これら他国との交渉上の不利益を被るおそれが

ある。また、安全保障その他の問題で緊張関係に立つ国が我が国の

対応を妨害すべく我が国国内世論工作等を行う上での参考として用

いることが可能となることから、我が国の安全が害されるおそれが

ある」と主張する。  

しかし、そもそも「国民への広報」の内容はすでに公開されてい

る情報であるから、これを開示しない合理性は全くないし、「国会議

員等への説明」については、国会議員は全国民を代表する選挙され

た議員（憲法４３条）であるから、どのような情報の提供（説明）

を受け、その結果、適正に国会における議論がなされたかという点

は、国民に広く公開して議論されるべき極めて重要な事実であり、

これを開示しないことは著しく不相当である。  

次に、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体的

な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても「類

似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。  

また、そもそも、ある外交上の問題が生じたとして、日本の今後

の対応等については、従前の日本の対応、日本が世界情勢で占める
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地位、友好関係にある各国の動きや日本との関係性の深浅等から一

定程度予測が可能なものであるから、「我が国の今後の対応を推察す

るための手がかり」程度の利用をされたところで、「交渉上の不利益

を被る」具体的な蓋然性はなんらない。なお、被告は、この手がか

りとして利用する主体につき、「関係国」と主張するが、なんら具体

的な特定がなされておらず、その国との関係で日本が交渉上の不利

益を被る具体的な蓋然性が認められる余地はない。  

さらに、外交上の問題において、他国の利益となることと、日本

の不利益になることとの間に相関関係は存在しない（すなわち、他

国と日本との利益が共通することは当然想定しうることである。）。

そもそも外交上の問題に関する交渉においては、自国を利する望ま

しい結果を得ることを目的として交渉することは当然の前提であ

り、日本においてもこのことは当然の前提として、外交上の交渉に

臨み、意思決定を行うのであるから、国民への広報や国会議員等へ

の説明を活用される程度では、他国との交渉上の不利益を被る具体

的な蓋然性はなんらない。  

最後に、被告の主張する安全保障その他の問題で緊張関係に立つ

国についてはなんら具体的に特定されておらず、その国が日本で国

内世論工作等を行う具体的な蓋然性が認められる余地はないし、仮

にこの点を措いたとしても、日本政府が適切に情報を公開・開示す

ることによって国民の理解を得て、適切な世論を形成することは十

分に可能であり、「国の安全が害される」具体的な蓋然性はなんらな

い。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条３号に該

当するおそれがそもそもないか、極めて抽象的であって、行政機関
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の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足りる、可能な限

り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの利益

が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠は全く示

されていない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内の

率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「公にしないことを前提

と」とされていたと認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。  

さらに、上記 (1)で具体的に指摘したとおり、被告は、「報告の主な

ポイント」（甲４の２）として、本件文書１の主なポイントについて

外務省のウェブサイト上で公開しているから、前記１４ (3)で述べた

批判が同様に妥当する。  

また、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にする

ことの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障

が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であ

り、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味するが、

被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに
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止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ

ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示

とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「公にされることにより、イラク問題をめぐる我が国の検

討の視点や関心の対象等が明らかになり、将来的に類似の事案が発

生した場合における我が国政府の対応を推察する手がかりとするな

ど、我が国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と

主張する。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。  

また、そもそも、被告の主張は、「我が国政府の対応を推察する手

がかりとする」主体について明らかにしておらず、「外交事務の適正

な遂行に支障を及ぼす」具体的な蓋然性についてはなんら主張立証

できていないも同然である。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

 

１６ 準備書面 (2)第３、１６（「情報収集・分析」に係る不開示部分）

について  
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(1) 記載内容について  

被告は、「外務省の情報収集・分析の検証から導き出された教訓と

今後の取組についての記述であり、情報源や情報収取能力、情報分

析について改善すべき点、収集・分析した情報の効果的活用のため

の改善策等について具体的に記載されている」と説明する。  

しかし、被告の上記説明は、不開示部分にどのような情報が記載

されているかについてなんら具体的に特定するものではなく、不開

示事由該当性に関する裁判所の判断や原告による有効な反論を可能

にさせるものではない。  

なお、この項目については、Ａ４の１頁足らずの分量であるとこ

ろ、「報告の主なポイント」（甲４の２）の３枚目から４枚目にかけ

て、（ア）ないし（ウ）として、Ａ４の２分の１頁程度の分量に渡っ

て具体的にポイントを公表しているのであるから、本件文書１のこ

の項目のおおよその内容は、「報告の主なポイント」において既に公

表されていると解するのが自然であり、本件文書１のこの項目につ

いて、全て不開示とする合理的な理由は全く見いだせないのであ

り、被告は、すでに公にされている箇所を区分して、少なくともそ

の部分はすぐに開示すべきである。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、我が国の情報収集・分析能力等が

明らかとなるから、安全保障に関する問題はもとより、我が国と何

らかの問題で緊張関係に立つ関係国との交渉上不利益を被るおそれ

がある上、我が国の安全が害されるおそれがある」と主張する。  

しかし、被告の主張は、「何らかの問題で緊張関係に立つ関係国」
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と極めて抽象的な主張にとどまっており、どのような国との、どの

ような交渉において、どのような不利益が生じ得るのかについて何

ら具体的な主張ができないことを自認したも同然である。それゆ

え、被告は、「交渉上不利益を被るおそれ」や「安全が害されるおそ

れ」について、行政機関の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保

するに足りる、可能な限り具体的な事実関係を主張立証したうえ

で、開示しないことの利益が開示することの公益性を上回ることに

つき合理的根拠を示したとは到底言えない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内の

率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「公にしないことを前提

と」とされていたと認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。さらに、上記（１）で具

体的に指摘したとおり、被告は、「報告の主なポイント」（甲４の

２）として、本件文書１の主なポイントについて外務省のウェブサ

イト上で公開しているから、前記１４ (3)で述べた批判が同様に妥当

する。  

また、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にする

ことの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障

が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であ

り、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味するが、
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被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに

止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ

ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示

とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「公にされることにより、外務省の情報収集源及び今後情

報源として活用すべき関係先が明らかになるから、安全保障に関す

る問題はもとより、我が国と何らかの問題で緊張関係に立つ関係国

との交渉上不利益を被るおそれがある。このことは、我が国の外交

事務の適正な遂行に支障が生じることの根拠となるものである。ま

た、当該情報を公にすると、今後、かかる情報収集源等からの協力

を得られなくなるおそれがあり、我が国政府の情報収集事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがある」と主張する。  

しかし、被告の主張は、「何らかの問題で緊張関係に立つ関係国」

と極めて抽象的な主張にとどまっており、どのような国との、どの

ような交渉において、どのような不利益が生じ得るのかについて何

ら具体的な主張をするものではなく、「交渉上不利益を被るおそれ」

や「外交事務の適正な遂行に支障が生じるおそれ」の具体的な蓋然

性が認められる余地はない。  

また、「報告の主なポイント」（甲４の２）の４枚目で、「当時の情

報源のほとんどが各国政府及び国際機関関係者であったと見受けら
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れることに鑑み、国内外の専門家の意見や分析を一層活用する」

と、自ら、情報収集源や今後情報源として活用すべき関係先を明ら

かにしているのであるから、本件文書１を公表したとしても、「情報

収集事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」の具体的な蓋然性は

ない。  

なお、情報源そのものを明らかにすることと、当該情報源から得

た情報の内容を明らかにすることは全く別問題であるから、当然な

がら、これらを開示したことによって生じ得る不利益ないし支障も

異なるものである。しかしながら、被告は、これらを峻別すること

なく、一律不開示としており、その決定は明らかに合理性を欠いて

いると言わざるを得ないことも指摘しておく。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

 

１７ 「準備書面 (2)第３、１７（「政策決定・実施」に係る不開示部

分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「対イラク武力行使支持という政策決定・実施に関する記

述であり、当時の外務省と関係省庁等との連携・調整状況、それが

意思決定の上で果たした役割、我が国と関係各国との連携状況及び

その外交的効果、外務省の政策決定過程に関する今後の教訓等記載

されている」と説明する。  

しかし、被告の上記説明は、不開示部分にどのような情報が記載



61 
 

されているかについてなんら具体的に特定するものではなく、不開

示事由該当性に関する裁判所の判断や原告による有効な反論を可能

にさせるものではない。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、我が国の政策検討の手法及び政策

検討上の関心事項が明らかとなる上、対イラク武力行使の問題に係

る政策検討・意思決定における問題点及びそれに対する改善策につ

いても明らかとなることから、将来的に類似の事案が発生し、我が

国としての立場・政策を策定する必要が生じた場合、関係国が我が

国政府の政策検討・意思決定の手法、政策検討上の関心事項、更に

は我が国の今後の対応等を正確に予測し、自国を利する形での効果

的な外交活動を行うことが可能となるほか、イラク情勢をめぐる我

が国の認識が明らかになることにより、イラク及びその周辺国との

間での外交交渉において、当該関係国に対し、自国を利するための

参考となり得る情報を与えることとなり、これら他国との交渉上不

利益を被るおそれがある。また、当該不開示部分に係る情報には、

対イラク武力行使をめぐり実際に行われた関係各国との連携状況及

びそれに対する外交的効果（他国の対応への言及も含む）も記載さ

れており、公にすることにより、関係各国との信頼関係が損なわれ

るおそれがある」と主張する。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「関係

国」及び「イラク〔…〕の周辺国」についてもなんら具体的な特定

がなされておらず、その国との関係で日本が交渉上の不利益を被る
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具体的な蓋然性が認められる余地はない。「イラク」との関係での交

渉上の不利益についても、イラクの過去の実際の言動に照らして、

不開示部分の情報が開示された場合に将来どのような主張を日本に

対して行ってくるかについても、なんら具体的な主張がなされてい

ない。  

また、そもそも、ある外交上の問題が生じた場合、日本の今後の

対応等については、従前の日本の対応、日本が世界情勢で占める地

位、友好関係にある各国の動きや日本との関係性の深浅等から一定

程度予測が可能なものであるが、日本が有している情報の多寡やそ

の内容等によって、日本の今後の対応等は異なるものであるから、

被告の主張するように、今後の対応等を「正確に」予測することは

不可能ないし著しく困難である。  

さらに、日本の関係各国との連携状況等については、「報告の主な

ポイント」のなかで、「＜我が国の外交努力＞」（甲４の２・１～２

枚目）として公表されていることに加え、少なくともオランダはイ

ラク戦争への政治的支持に至るプロセスについて、調査委員会を組

織し、調査結果として５５１頁に渡る報告書を公表しており、この

報告書では政治的な意思決定の経過や与党が行った連立協議が意思

決定に及ぼした影響、オランダの情報機関の役割など、政策の経緯

が詳細に公表しているのであるから（甲１２）、日本がこれを開示し

たからといって、「関係各国との信頼関係が損なわれる」具体的な蓋

然性はなんらない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条３号に該

当するおそれがそもそもないか、極めて抽象的であって、行政機関

の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足りる、可能な限
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り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの利益

が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠を示した

とは到底言えない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内の

率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「公にしないことを前提

と」とされていたと認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。さらに、上記（１）で具

体的に指摘したとおり、被告は、「報告の主なポイント」（甲４の

２）として、本件文書１の主なポイントについて外務省のウェブサ

イト上で公開しているから、前記１４ (3)で述べた批判が同様に妥当

する。  

また、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にする

ことの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障

が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であ

り、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味するが、

被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに

止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ
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ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示

とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「公にされることにより、我が国の政策検討の手法及び政

策検討上の関心事項が明らかになる上、対イラク武力行使の問題に

かかる政策検討・意思決定における問題点及びそれに対する改善策

についても明らかとなることから、将来的に類似の事案が発生した

場合における我が国政府の政策検討・意思決定の手法、政策検討上

の関心事項等を具体的に推察することが可能となり、他国がこれら

を我が国の今後の対応を推察するための参考資料として用いるな

ど、我が国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と

主張する。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、「他

国」についてもなんら具体的な特定がなされておらず、その国との

関係で日本の今後の外交交渉事務に支障をきたす具体的な蓋然性が

認められる余地はない。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

 

１８ 準備書面 (2)第３、１８（「国民への説明責任」に係る不開示部
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分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「外務省が実施してきたイラク問題に関する各種広報活動

及び国会議員等への説明に関する、その効果も含めた検証結果、今

後に向けた改善点等についての提言等が記載されている」と説明す

る。  

しかし、被告の上記説明は、不開示部分にどのような情報が記載

されているかについてなんら具体的に特定するものではなく、不開

示事由該当性に関する裁判所の判断や原告による有効な反論を可能

にさせるものではない。  

なお、「報告の主なポイント」（甲４の２）の４枚目においては、

「本件に対する国民の理解を得るための広報の重要性は早くから認

識されており、また、ウェブサイトを含め種々の努力が払われてき

た」などと公表されているのであるから、全て不開示とする合理的

理由は見いだせない。  

(2) ３号に該当しないこと  

被告は、「公にすることにより、イラク問題に関する広報や国会議

員等への説明を行うに当たって外務省が重視していた事項が明らか

となることから、将来的に同種の問題が発生し、我が国としての立

場・政策を策定する必要が生じた場合、関係国が対イラク武力行使

に関して我が国政府が重視していた事項を参考として用いることに

よって、我が国が採る対応等を正確に予測し、自国を利する形での

効果的な外交活動を行うことが可能となる上、イラク情勢をめぐる

我が国の認識が明らかになることにより、イラク及びその周辺国と
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の間での外交交渉において、当該関係国に対し、自国を利するため

の参考となり得る情報を与えることとなり、これら他国との交渉上

不利益を被るおそれがある。また、安全保障その他の問題で緊張関

係に立つ国が我が国の対応を妨害すべく我が国国内世論工作等を行

う上での参考として用いることが可能となることから、我が国の安

全が害されるおそれがある」と主張する。  

しかし、そもそも「国民への広報」の内容はすでに公開されてい

る情報であるから、これを開示しない合理性は全くないし、「国会議

員等への説明」については、国会議員は全国民を代表する選挙され

た議員（憲法４３条）であるから、どのような情報の提供（説明）

を受け、その結果、適正に国会における議論がなされたかという点

は、国民に広く公開して議論されるべき極めて重要な事実であり、

これを開示しないことは著しく不相当である。  

次に、将来的に類似の同種の問題が発生するとの蓋然性はなんら

具体的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとして

も「同種の問題」がなにを指すのかが全く不明確である。「関係国」

及び「イラク〔…〕の周辺国」についてもなんら具体的な特定がな

されておらず、当該国との関係で日本が交渉上の不利益を被る具体

的な蓋然性が認められる余地はない。「イラク」との関係での交渉上

の不利益についても、イラクの過去の実際の言動に照らして、不開

示部分の情報が開示された場合に将来どのような主張を我が国に対

して行ってくるかについても、なんら具体的な主張がなされていな

い。  

また、そもそも、ある外交上の問題が生じた場合、日本の今後の

対応等については、従前の日本の対応、日本が世界情勢で占める地
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位、友好関係にある各国の動きや日本との関係性の深浅等から一定

程度予測が可能なものであるが、日本が有している情報の多寡やそ

の内容等によって、日本の今後の対応等は異なるものであるから、

被告の主張するように、今後の対応等を「正確に」予測することは

不可能ないし著しく困難である。  

さらに、外交上の問題において、他国の利益となることと、日本

の不利益になることとの間に相関関係は存在しない（すなわち、他

国と日本との利益が共通することは当然想定しうることである。）。

そもそも外交上の問題に関する交渉においては、自国を利する望ま

しい結果を得ることを目的として交渉することは当然の前提であ

り、日本においてもこのことは当然の前提として、外交上の交渉に

臨み、意思決定を行うのであるから、国民への広報や国会議員等へ

の説明を活用される程度では、他国との交渉上の不利益を被る具体

的な蓋然性はなんらない。  

最後に、被告の主張する安全保障その他の問題で緊張関係に立つ

国についてはなんら具体的に特定されておらず、その国が日本で国

内世論工作等を行う具体的な蓋然性が認められる余地はないし、仮

にこの点を措いたとしても、日本政府が適切に情報を公開・開示す

ることによって国民の理解を得て、適切な世論を形成することは十

分に可能であり、「国の安全が害される」具体的な蓋然性は何らな

い。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条３号に該

当するおそれがそもそもないか、極めて抽象的であって、行政機関

の長たる外務大臣の判断の公正妥当を担保するに足りる、可能な限

り具体的な事実関係を主張立証したうえで、開示しないことの利益
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が開示することの公益性を上回ることにつき合理的な根拠示したと

は到底言えない。  

(3) ５号に該当しないこと  

被告は、「公にしないことを前提とした外務省内での率直な意見交

換に基づき記載されたものであり、公にすることにより、同省内の

率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「公にしないことを前提

と」とされていたと認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。さらに、上記（１）で具

体的に指摘したとおり、被告は、「報告の主なポイント」（甲４の

２）として、本件文書１の主なポイントについて外務省のウェブサ

イト上で公開しているから、前記１４ (3)で述べた批判と同様に批判

が妥当する。  

また、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にする

ことの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障

が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であ

り、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味するが、

被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに

止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ

ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示
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とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(4) ６号に該当しないこと  

被告は、「公にされることにより、イラク問題をめぐる我が国の関

心の対象、政策決定に当たり重視していた事項等が明らかになり、

将来的に類似の事案が発生した場合における我が国政府の対応を推

察する手がかりとしたり、安全保障その他の問題で緊張関係に立つ

関係国が我が国の対応を推察するための参考として用いるなど、我

が国の今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれがある」と主張す

る。  

しかし、将来的に類似の事案が発生するとの蓋然性はなんら具体

的な根拠に基づくものではないし、仮にこの点を措いたとしても

「類似の事案」がなにを指すのかが全く不明確である。また、そも

そも、被告の主張は、「我が国政府の対応を推察する手がかりとす

る」主体について明らかにしておらず、「外交事務の適正な遂行に支

障を及ぼす」具体的な蓋然性についてはなんら主張立証できていな

いも同然である。  

さらに、被告の主張は、「安全保障その他の問題で緊張関係に立つ

関係国」と極めて抽象的な主張にとどまっており、どのような国と

の、どのような交渉において、どのような不利益が生じ得るのかに

ついて何ら具体的な主張ができないことを自認したも同然であり、

「今後の外交交渉事務に支障を及ぼすおそれ」の具体的な蓋然性が

認められる余地は全くない。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該
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事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

 

１９ 「準備書面 (2)第３、１９（参考資料２（検証チーム名簿）に係る

不開示部分）について  

(1) 記載内容について  

被告は、「検証チーム構成員のうち、全体統括者を除く構成員の氏

名及び当時の肩書が記載されている」と説明する。  

(2) ５号に該当しないこと  

被告は、「本件文書１は、非公開を前提に作成されたものであるか

ら、当然のことながら、検証チームの構成員についても非公開を前

提として本件検証及びその報告がされたものである。対イラク武力

行使の発生時から１０年余りしか経過しておらず、我が国を含む関

係国において、当時の意思決定に関与していた者の多くが引き続き

外交活動に従事している中で、我が国の検証チームの構成員の氏名

等が記載された当該不開示部分に係る情報を公にすれば、本件検証

に関する情報を得ようとする者等から構成員に対して不当な働きか

けが行われるおそれがあるほか、今後、何らかの検証等を行う場合

において、いずれは構成員の氏名等が公開されることを想定せざる

を得なくなる結果、構成員から忌憚のない意見を得ることが困難と

なるおそれがあり、このような事態になれば、今後の政府部内での

協議、検討、検証等において率直な意見交換若しくは意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれがある」と主張する。  

しかし、そもそも、本件文書１について、「非公開を前提に作成さ
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れたものである」と認めるに足りる証拠はなんらない。この点につ

いては、すでに「非公開を前提とした」とする被告主張への批判と

して、上記１で主張した批判が妥当する。被告は、「報告の主なポイ

ント」（甲４の２）として、本件文書１の主なポイントについて外務

省のウェブサイト上で公開しているから前記１４ (3)で述べた批判と

同様の批判が妥当する。  

また、参考資料２（検証チーム名簿）において、被告は、「在アメ

リカ合衆国大使館特命全権公使」の「石川和秀」の氏名を公開して

いる。被告の主張に則してみれば、同氏に対しても不当な働きかけ

が行われるおそれがあるというべきであるから、同氏の氏名のみを

公開することの合理的理由は説明しえない。結局のところ、被告の

主張はなんら具体的な蓋然性に基づくものではないことは明白であ

る。  

さらに、構成員のうち、誰がどのような意見を述べたのかについ

て具体的に明らかにされることがなければ、被告の主張するような

弊害は生じない。そもそも氏名を公開されるのであれば職務であっ

ても忌憚のない意見を述べない公務員など想定することはできず、

むしろそのような事態が生じるとすればそれ自体が問題視されるべ

きであるから、被告の主張は杞憂に過ぎない。  

そして、「不当に」とは、審議、検討等途中の段階の情報を公にす

ることの公益性を考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支

障が看過しえない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合で

あり、不開示とすることに合理性が認められる場合）を意味する

が、被告はこの点について、なんら具体的な主張をしていない。  

このように、被告の不開示理由の説明は、そもそも５条５号に該



72 
 

当する「不当」なおそれがそもそもないか、形式的抽象的なものに

止まるものであって、適正な意思決定の確保等への支障が看過しえ

ない程度のもの（開示のもたらす支障が重大な場合であり、不開示

とすることに合理性が認められる場合）であることが法的保護に値

する蓋然性をもって認められるとは言えない。  

(3) ６号に該当しないこと  

被告は、「検証チームの構成員が特定される情報内容が後日に公開

されることが予想される事態となれば、構成員から外交交渉に関す

る率直かつ忌憚のない意見を得ることが困難となるおそれがあり、

今後の政府部内における協議、検討、検証等の事務を行う上で多大

な支障が生ずることとなる」と主張する。  

しかし、これも上記 (2)同様、構成員のうち、誰がどのような意見

を述べたのかについて具体的に明らかにされることがなければ、被

告の主張するような弊害は生じえない。また、そもそも氏名を公開

されるのであれば職務であっても忌憚のない意見を述べない公務員

など想定することはできず、むしろそのような事態が生じるとすれ

ばそれ自体が問題視されるべきである。被告の主張は杞憂に過ぎ

ず、「多大な支障が生ずる」具体的な蓋然性はなんらない。  

このように、被告は、５条６号に関して、実質的、具体的に当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす法的保護に値する相当の

蓋然性について、なんら主張立証していない。  

以上  

 




